
施策評価表（平成１９年度の振り返り、総括）

平成 20 年 8 月 18 日

施策Ｎｏ． 施　策　名

主管課名 主管課長名

関係課名

　

単位

人
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単位

％

％

％

ha

成果指標設
定の考え方

成果指標の
把握方法
（算定式な
ど）

市
民

行
政

そ
の
他

住民発意の街づくりが進むよう情報提供に努め、地域特性を活かした街づくりを住民と連携・協働しなが
ら推進していく。

１８年度１７年度対象指標名

①都市基盤整備に対する市民の満足度を聞くことで、どれくらい市街地が便利で安全で快適になっているか
がわかるので、これを成果指標とした。
②住宅密集地域である大町・村木・経田地区の市民に「魚津市に住み続けたいと思うか」と聞くことで、住宅
が密集した地区の生活環境が安全、快適になっているかが類推できるので、これを成果指標とした。
③道路、公園、下水道等の都市基盤の整備の中の代表的なものであり、これを成果指標とした。
④住宅密集地解消など良好な生活環境がどれだけ計画的に整備されているかの度合がわかるので、これを
成果指標とした。

１８年度実績

161.8

15,102

12.6

市の総合計画、都市マスタープラン等での街づくりの基本的な考え方を理解しながら、住民の自主的・主
体的活動による地域特性を活かした街づくりに取り組んでいただく。

作成日

２２年度目標

①②企画政策課の市民意識調査により把握
③都市計画課の資料により把握
　都市計画道路整備率＝都市計画道路整備済み延長÷都市計画決定道路延長（市道・県道・国道の合計）
④都市計画課の資料により把握（土地区画整理に係る届出から把握）
　

163.5

12

都市計画課

良好な都市の形成

森田　敏之

施策の成果
向上に向け
ての住民と
行政との役
割分担

施策の目的
【対象】

・市街地及び市街地近郊（概ね国
道８号より海側の地域）に居住す
る市民

・市街地及び市街地近郊（概ね国
道８号より海側の地域）

66.7

86.886.0

①都市基盤の整備に
満足している市民の割
合

用途区域指定地区の
人口

市街地及び市街地近
郊（概ね国道８号より
海側の地域）の面積

15,243

12.6

施策の目的
【意図】

　便利で安全で快適に暮らすこと
ができる。

成果指標名 １７年度実績

②市街地など住宅が
密集した地区の生活
環境に満足している市
民の割合
③都市計画道路整備
率

④土地区画整理事業
面積

24.4

―

85.8

15.1

60.0

33.3

161.8

16.7

65.4

86.2

161.8

１９年度

14,981

12.6

１９年度実績
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単位

本数

千円

時間

千円

千円 00

円
Ｈ．トータルコスト　（定義式　：　Ｅ／46,723 ）
　同　　　上

対象（受益者）１単位あたり、若しくは市民１人あたりの施策の
Ｆ．事業費　（定義式　：　Ｂ／46,723 ）
　同　　　上

円

円

１９年度実績 ２１年度実績２０年度実績

Ｅ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｄ）

Ｇ．人件費　（定義式　：　Ｄ／46,723 ）

区　　　　　分

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

Ｃ．事務事業に要する年間総時間

9

162,898

9,320

Ｄ．人件費　（Ｃ×１時間あたりの平均人件費）

効率性
指　標

施策の
トータル
コ ス ト

38,305

201,203

3,486

820

4,306

１８年度実績

１９年度の
評価結果

１．施策の成果水準とその背景（近隣他市や以前との比較、特徴、その要因と考えられること）

◆市全体でみると都市基盤整備に対しての市民満足度は前年度と較べて大差はなく、住宅密集地において
「魚津市に住み続けたいと思っている」市民の割合は、60％を超えている。一方、村木地区では都市基盤整
備に対しての不満度が50％を超えている。まちなか地区では、ここ10年間で人口が20％以上も減少し、食料
品や日用品を扱う小売店の閉店などが相次いだことや空き家の増加、さらには防火建築帯建物の老朽化な
どがその要因であることが推察できる。

◆まちづくり総合整備事業及び17年度に着手した経田地区の土地区画整理事業を継続して取り組む。
◆高齢化が進行する中で、市民すべての世代にとって魅力のある、快適で利便性の高い居住環境の整備促
進が課題である。都市計画道路の見直しやまちなか居住の推進などを含めた新しい地域活性化計画の策定
が必要である。
◆魚津大火50周年を経過し、中央通り・真成寺町のいわゆる防火建築帯地区の都市再生に関しての取り組
みを進めていく必要がある。当然のことながら、住民発意の地域特性を生かした街づくりに地区住民と連携・
協働しながら取り組んでいくことが基本であるが、認定中心市街地活性化計画による民都資金活用などの民
活の方法などを模索していく必要がある。
◆コンパクトシティー＝歩いてくらせるまちづくりの実現を目指して、モデル事業を実施できないか検討してい
く必要がある。

◆都市基盤整備に対しての市民満足度が16.7％であり、前年度と大きな差は見られない。
◆住宅密集地において「魚津市に住み続けたいと思っている」市民の割合は、60％を超えている。
◆都市計画道路整備率は、19年度で86.2％である。
◆土地区画整理事業面積は161.8haであり、現在も進行中である。

ア．成果水準の推移（成果水準がここ数年どのように推移しているかを中心に記述）

イ．近隣他市との比較（成果水準が近隣他市と比較してどうであるかを中心に記述）

◆都市計画道路整備率は、19年度で86.2％である。黒部市では33.3％、滑川市では70.7％となっている。

２．施策の成果実績に結びついているこれまでの主な取り組み（事務事業）の総括

　（ここ数年の間、施策の成果向上に貢献してきた主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

ウ．住民期待水準との比較（成果水準が住民が期待していると思われる水準と比較してどうであるかを中心に記述）

３．施策の課題認識及び２０年度の取り組み状況（予定）

　（１９年度末で残った課題、既に２０年度に取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

◆平成11年度に策定した魚津市中心市街地活性化基本計画に基づきまちづくり総合整備事業や公園整備
事業など中心市街地の機能更新、活性化に関する各種事業を実施してきた。
◆住宅密集地の居住環境改善へ向けた取り組みとして、平成17年度から経田地区の区画整理事業に着手し
たところである。
◆都市計画道路の整備に関しては、平成15年の魚津駅友道線及び魚津本江線の供用開始以降、国道８号
バイパスの進捗を除きストップしているのが実情である。
◆住民からの要望をきっかけとして、都市計画道路魚津大光寺線の整備について沿線住民を対象としたアン
ケート調査を実施し、地元の意向確認作業を行なったが、事業化できるほどの賛同は得られなかった。
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